
定員 500名 定員 200名 参加に当たっての注意事項

オンライン
説明会

ビーコンプラザ
（中会議室）

別府市山の手町12番１号

6/14開催の別府会場（ビーコンプラザ）につきましては、
駐車場に限りがあり、有料となりますので、あらかじめ
ご了承ください。

※ 上の二次元コードから申込みをお願いします。労働局・労働基準監督署説明会等受付サイトからも申込みできます。

※ 労働者死傷病報告（休業４日以上）の受理件数を集計したもので、 死
傷者数には死亡者数を含む。

※ 鉱業、貨物取扱業、畜産水産業は業種別内訳に表示していない。
※ 新型コロナウイルスり患者数を除く。

愛 言 葉職 場 に 飛 び 交 う

ご安全に !
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大分労働基準監督署 安全衛生課
〠870-0016

大分市新川町2-1-36大分合同庁舎2階
☎ 097-535-1513  FAX 097-536-2471

大分市・別府市・杵築市・由布市・国東市
速見郡日出町・東国東郡姫島村

管 轄
区 域

令和６年 令和５年 増 減
死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷

全 業 種 ２ 169 １ 169 + 1 0

製 造 業 1 19 21 + 1 ▼ 2
建 設 業 19 1 42 ▼ 1 ▼23
運 輸 交 通 業 1 19 22 + 1 ▼ 3
農 林 業 8 2 +6
第 三 次 産 業 101 81 +20

商 業 28 21 +７
保健衛生業 30 15 +15

接客娯楽業 10 17 ▼ 7

清掃・と畜業 11 14 ▼ 3
その他第三次 22 14 ＋ 8

< 業種別内訳 >

労働災害発生状況
４月末
速報値

【説明会当日の講演内容】

◇ 主催者代表あいさつ
◇ 全国安全週間実施要項等について
◇ 労働基準法の改正等について

６/13（ Thu ）

６/14（ FRI ）
14:00～14:00～

【発生状況】
停泊中のRORO船（車両甲板
を持つ貨物船)の船内で、トレー
ラーヘッドとトレーラーの連結作業
中、無人の当該車両が前進し始
めたたため、車両右側にいた被災
者が運転席に飛び乗って止めよう
としたところ、車両右側面と船舶内壁との間にはさまれたもの。

◇ 大型貨物船内での作業中、トレーラー右側面
と船舶内壁との間にはさまれ死亡

【特別講演】

大分キヤノンマテリアル株式会社大分事業所

□ 会社概要

□安全衛生管理活動の事例発表

□無災害記録に向けた取組 など

【発生状況】
宮崎県日向市の国道を走行中の
積載型トラッククレーンと大型トレー
ラーが正面衝突し、積載型トラック
クレーンを運転していた運転手が死
亡したもの。

４月に死亡災害２件発生︕

※ 4月に運輸交通業で2件の死亡災害が発生していますが、４月末速報値データでは１件となっています。

◇国道でトラッククレーンとトレーラーが正面衝突

（2件のイラストはイメージ図で、実際の災害発生状況とは異なります。）



無災害記録証（第１種）を授与しました

令和６年度につきましても、アウトプット指標の達成状況の把握を
通じて事業場の安全衛生管理の自主的な改善に役立てていただくため、
14 次防取組状況点検票を管轄の労働基準監督署へご提出いただきます
ようお願いします。

なお、令和５年度中に、すでに取組状況点
検票を提出済みで、かつ、提出時から取組状
況に変化がない場合は報告不要です。

引き続き、以下の提出方法でも可能です。
◇ 電子メールで送信する
◇ 郵便で郵送する
◇ 監督署又は説明会に持参する
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４７０万時間達成 ！
大分キヤノンマテリアル㈱ 大分事業所

樹立年月日 令和６年３月31日

大分キヤノンマテリアル㈱大分事業所 大分労働基準監督署長 池辺雅文
代表取締役社長 藤原雅次

◇ ニチユ物流株式会社
大分事業所

（大分市大字中ノ洲２）
◇ 無災害日数：3,600日
◇ 労働者数 ：31名
◇ 業 種：化学工業
◇ 樹立年月日：令和６年１月26日

令和６年４月26日（金）、大分労働基準監督署において無災害記
録証の授与式を行いました。大分キヤノンマテリアル株式会社大分
事業所では、経営トップが安全確保を企業基盤の最重要事項の一つ
として位置付け、その安全確保に向けた実効性のある活動が展開で
きる仕組みが確立されており、特に、有機溶剤や可燃性粉じんを取
り扱うことから、爆発等の重大な労働災害を防止するため、徹底し
た静電気対策やキヤノングループ独自の労働安全マネジメントシス
テムを構築し、労働災害防止に努めています。

大分労働基準監督署では、労働災害の防止を目的とした無災害記
録証制度の周知を図るとともに、第14次労働災害防止計画の重点事
項である「自発的に安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価
される環境整備」のため、周知啓発を積極的に行っていきます。

厚生労働省が、一定期間労働災害を発生させることのなかった
事業場に対して授与する記録証です。

無災害記録証は、「無災害記録証授与内規」に基づき、事業場
からの申請に基づく都道府県労働局長の推薦により、厚生労働省
労働基準局長名により授与されます。

無災害記録証とは

中小企業無災害記録証を授与しました

中央労働災害防止協会の
併せて

第四種（銀賞）

無災害記録証授与内規 検索

中小企業無災害記録証授与制度 検索

↓検索エンジンから

← 二次元コードから

WEB上での回答方法が新設されました

高年齢労働者の労働災害防止対策、労働者の転倒や腰痛を防
止するための専門家による運動指導等、労働者の健康保持増進の
ために、エイジフレンドリー補助金を是非ご活用ください。

補助金申請受付期間
令和６年５月７日（火）～ 令和６年10月31日（木）

詳細は右の二次元コードからご確認ください→

申請先
一般社団法人日本労働安全衛生コン
サルタント会 エイジフレンドリー補助金
事務センター


